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　和気町では、子どもたちがスポーツや文化活動に取り組むための環境づくりを進めています。
　本年度、スポーツ庁「地域スポーツクラブ活動体制整備事業」及び文化庁「部活動の地域移行に
向けた実証事業」を受託し（県内では和気町を含む４自治体のみ）、中学校の部活動に代わる受け
皿づくりに取り組んでいます。

中学生のスポーツ・文化活動の指導に興味がある方や、子どもたちと一緒に活動してみたい
と思っている方はお問合せください。

町をあげてのスポーツ・文化環境づくりがスタートしました

問い合わせ先  教育委員会  社会教育課スポーツ振興係 ☎（93）3592
　　　　　　　　　　　　学校教育課　　　　　　　 ☎（88）1115

【本年度の取組】

ソフトテニス（佐伯中・和気中）、陸上競技（和気中）、卓球（和気中）の各部活動に、総合型ス
ポーツ和気クラブから指導者を派遣し、学校とクラブとの連携づくりを行っています。

①中学校と総合型スポーツ和気クラブとの連携強化

総合型スポーツ和気クラブ内に、中学校には無いスポーツ活動（バドミントン）の受け皿を整
備します。

②多様なスポーツ環境の整備

総合型スポーツ和気クラブで活動する生徒の参加費・活
動費を補助します（町内に居住する中学生のみ）。多様な
活動に参加し、スポーツの魅力を味わう機会を設けます。

③総合型スポーツ和気クラブでの中学生の活動機会の拡大

総合型スポーツ和気クラブ内に、吹奏楽をはじめとする
音楽活動を行うクラブを整備します。

④文化環境の整備

　現在、全国の学校で、教員が子どもたちに対して効果的な教育活動を行うための働き方改革が
進められています。
　本年度、和気中学校区3校（和気小、本荘小、和気中）では、県教委の指定を受け、「これまでの前
例にとらわれず、様々な視点から学校全体の業務の流れ・仕組み等を見直す」働き方改革に取り組
んでいます。
　県内では和気町のみの指定で、取組に対して他の自治体からも関心が集まっています。

　町民の皆様には、現在も多くの学校で、環境整備、登下校の見守り等の活動にご協力いただき、
ありがとうございます。学校の働き方改革は、子どもたちのための改革です。今後も学校等の求め
に応じて、多くの方々に学校の活動に関わっていただき、お力をお貸しいただければ幸いです。

学校の働き方改革は待ったなしの状態を越えています！

学校の現状

このままでは学校から先生がいなくなる…

出典：学校における働き方改革に関する取組の徹底について（通知）平成31年3月18日  文部科学省

岡山県教委作成  保護者・地域関係者向け動画
「力を合わせて学校の働き方改革を
  子どもたちの笑顔のために」はこちら→

教育委員会学校教育課  ☎（88）1115
問い合わせ先

●業務が積み重なることによる教員の心身の不調

●教員を目指す人材の減少

●学校現場の教員不足
令和3年始業式に全国で2,558人の教員が未配置

○ ICTを活用した校務の効率化・負担軽減
○ 教育課程及び児童生徒の在校時間の見直し（日課表、行事等）
○ 文部科学省が示した業務の３分類（以下参照）に基づく業務の整理と環境づくり

【3校の本年度重点取組】

小、中学校教員は、平均で時間外在校等時
間の上限（月45時間以内、年360時間以内）
を超える状況
毎年、精神疾患による病気休職者が全国で5,000人以上

①登下校に関する対応 ⑤調査・統計等への回答等
（事務職員等）

⑨給食時の対応
（学級担任と栄養教諭等との連携等）

⑩授業準備
（補助的業務へのサポートスタッフの参画等）

○11 学習評価や成績処理
（補助的業務へのサポートスタッフの参画等）

○12 学校行事の準備・運営
（事務職員等との連携、一部外部委託等）

○13 進路指導
（事務職員や外部人材との連携・協力等）

○14 支援が必要な児童生徒・家庭への対応
（専門スタッフとの連携・協力等）

⑥児童生徒の休み時間における対応
（輪番、地域ボランティア等）

⑦校内清掃
（輪番、地域ボランティア等）

⑧部活動
（部活動指導員等）

②放課後から夜間などにおける見回り、
　児童生徒が補導された時の対応
③学校徴収金の徴収・管理　　
④地域ボランティアとの連絡調整

※その業務の内容に応じて、地方公共団体や
　教育委員会、保護者、地域学校協働活動推進員
　や地域ボランティア等が担うべき。

※部活動の設置・運営は法令上の業務ではないが、
　ほとんどの中学・高校で設置。
　多くの教師が顧問を担わざるを得ない実態。

基本的には
学校以外が担うべき業務

学校の業務だが、必ずしも
教師が担う必要のない業務

教師の業務だが、
負担軽減の可能な業務　

岡山県公立学校教員採用試験出願者数の
減少（平成28年度実施2,828人→令和5年度実施1,806人）
7年で約1,000人減少（36%減）


